
書式第 12号 (法第28条関係)

事 業 報 告 用

令和 4年度

:宣:挫!壁塾1堕:塾:壼
`生
___ヱ並 主」幽[型丞坦堕 :_______

1 事業の成果
介護予防。日常生活支援総合事業では、定期的にサロンを実施。脳 トレや介護予防体操などを行い交流した。

学習支援と子ども食堂事業では、地域の小学生を対象に、勉強の手助けと昼食の提供を行い、子どもと保護者

への支援を行った。また 3月 からは民間学童を開始した。地域社会と子どもの交流事業収益では、長期休みに

合宿や居場所を提供、子どもと保護者の支援を行った。福祉教育事業では地域福祉に関する講座を開催し、活

動を行った。

2 事業の実施に関する事項
(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用 【 3,239 】千円)

事 業 報 告 書

疋款 に記載
された
事業名

事業内容 日日寺 場所
従事者
人数

受益
対象者
節,囲

受益
対象者
人数

事業費
(千円)

介護予防 。日常生
活支援総合事業

地域の住民。高齢者を対
象に、住民主体型の第 1
号通所サービスとして、
サロンを実施

毎週火・

木曜日

板橋区

徳丸
4

地域の住

民 。高齢

者

開催 90回 /

延べ 620名
619

学習支援と子ども
食堂事業

・地域の小学生を対象
に、勉強の手助けや昼食
の提供、放課後の居場所
づくり
。地域の高齢者とこど
もを対象としたこども
食堂事業

平 日・ 学

校の長期

休み

毎水曜日

板橋区

徳丸
4

地域の住

民・高齢

者

開催 88回 /

延べ 2,516
名

1,987

地域社会の交流事
業

・地域の小学生を対象
に長期休み中のイベン
ト企画
。地域の小学生を対象
に、長期休みを利用して
合宿を実施
・地域の住民を対象に、
季節ごとの行事の実施

春・夏・冬

の長期休

み

板橋区

徳丸
3

地域の住

民・ 小学

生

開催 64回 /

延べ 275名
633

福祉教育事業

。地域の住民や障がい
や認知症の家族をもつ
方や保護者を対象に、福
祉にかかわる様々な講
座や、茶話会などの実施

毎月 1回
板橋区

徳丸
2
地域の住

民

開催 12回 /
延べ 40名

0



書式第 13号 (法第28条関係)

令和4年度 活動計算書 (その他事業が上登場合)
事 業 報 告 用

640,

3,

2,173,

日

子

受取利息
受取手数料

用

408,

768

食材材料費 (事業)
備品費 (事業)
消耗品費 (事業)
旅費交通費 (事業)
通信費 (事業)
諸謝金 (事業)
施設使用料 (事業)
システム利用料 (事業)
雑費 (事業)

0
322,100
0

28,918

金
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費

付
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通
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費
償
公

払
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耗
費
議
代
熱
告
信
会
設
繕
価
税
費

支
備
消
旅
会
地
光
広
通
話
施
修
減
租
雑

0
83,173
374,248
9,390
30,000
0

196,682
128,420
12,714
56,550
53,470
231,049
25,359
6,000



書式第 15号 (法第 28条関係 )

~・

    令和4年度 貸借対照表
事 業 報 告 用

特定非営利活動法人 みんなの広場ひびき

科 |二
l 金  額 小計 ・ 合 計

66,759

未収金
棚卸資産

車両運搬具

1,221,926
273,000

ソフト
借地権

ェ ア

長期貸付金

1_I

■1    1111,    ‐■|

■■:■■・    .:■・ 66.7

■1■‐ ・■11●49■ 92o

‐
・
.=||‐ |‐   -11111111‐ ‐―η

【A】 資 産 合 計 ①+② 1,561,

1● 1■1■ ,||=‐・ :1■■■■|・|_ 1 ■■■■_ 一・■■
=■

 ―■

預り金
前受会費

599,910
0

18,000

800,000

退職給付引当金

:1■● 800_〔〕D
~~~‐ ~■ す ~ 

■‐ |■:417_91
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【B】 負 債 及 び 正 味 財 産 合 計 【B-1】 +【 B-2】 1,561,685



金證墜庄_塾壁塾ヒ昼i

1.重要な会計方針

計算書類の作成は、NPO法人会計基準 (2010年 7月 20日 2017年 12月 12日 最終改正 NPO法人会計基準協議会)によっています。

(1) 固定資産の減価償却の方法
建物付帯設備及び車両運搬具の減価償却は、定額法によつています。

(2) 消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は、税込経理方式によつています。

2.事業別損益の状況
事業別損益の状況は以下の通りです。

科  目
∴:学胃率1積と・ 1

1:孝凩階::
地壊社会の
交流事業

福祉教育
事業

事業部陶辞 : 一
′

●
腱
Ｆ

一

孵̈
・
霧
・・

管

，

460,000

310,000

1,633,000

1,200,000

689,300 610,788 600

0

1,633,000

1,660,000

1,610,688

0 4.737

643,500

540,190

300,000

643,500

2,173,190

1,960,000

1,610,688

4.737

770,000

180,000

3,522,300

228,000

610,788 600 4,903,688

408,000 322,100

1,488,427 6,392,115

730,100

180.000 228.000 408.000 322.100 730.100

83,142

79,014

12,940

264,000

1,316,542

144,300

167,230

78,112

20,000

33,000

78,656

333,150

204,768

12,000

4,072 1,403,756

144,300

324,900

424,202

0

264,000

224,768

33,000

12,000

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

83,173

374,248

9,390

30,000

28,918

196,682

128,420

12,714

56,550

53,470

231,049

25,359

6,000

804,228

367,537

3,900

33,973

1,403,756

144,300

324,900

424,202

0

264,000

224,768

33,000

45,973

0

83,173

374,248

9,390

30,000

28,918

196,682

128,420

12,714

56,5〔 ,0

53,470

231,049

25,359

6,000

804,228

367,537

3,900

0

0

439.096 1,759.184 632.646 2.830.926 2.445.611 5.276.537

619,096 1,987,184 632.646 3.238.926 2.767.711 6.006.637

150.904 1.535.116 △ 21.858

I経常収益
1.受取会費

2.受取寄付金

3.受取助成金等

4.事業収益

5.その他収益

経常収益計

Ⅱ 経常費用

(1)人件費
役員報酬

給料手当

法定福利費

人件費計

(2) その他経費

食材材料費(事業)

備品費(事業)

消耗品費(事業)

旅費交通費(事業)

通信費(事業)

諸謝金(事業)

施設使用料(事業)

システム利用料(事業)

雑費

業務委託費

教育研修費

支払手数料

支払保険料

支払寄付金

福利厚生費

消耗品費

旅費交通費

会議費

地代家賃

光熱費

広告宣伝費

通信費

諸会費

修繕費

減価償却費

租税公課

その他経費計

経常費用計

当期経常増減額 600 1,664,762 △ 1,279,284 385,478

介護予防・ =

日常華活 |―
三二菫塵饉璽壁二

:一
′′

`:澤

1卜 .

F



3.固定資産の増減内訳

4.借入金の増減内訳

5.役員及びその近親者との取引の内容

役員及びその近親者との取引は以下の通りです。

●:取得   I:´ ■減少 .I

1,411,000

|

:

546,0001

1,411,000

546,000

△

△

1_411_000 546-0001 C 1.957.000

有形固定資産

建物付帯設備

車両運搬具

合  計

科  目 囲鬱麗ヨ 菫 塾 」 菫 畑職■
…

|

ol 0l 800.000長期借入金 800.000

内、近親者及
び支配法人等
●との取引

目

500_000

(活動計算書)

呼 n寄 付 金 2.173.190

活動計算書 計

(貸借対照表)

未払金

長期借入金

貸借対照表 計



書式第 17号 (法第 28条関係 )

令和4年度 財産 魔ヨ
巨:]

事 業 報 告 用

盤定1担当鵬園鵡型L_ヱ必幽E整議豊正三
(単位 :円 )

全狙塁」巴ユ塁旦ユ在

科 目 金  額 小   計 合   計

現金預金

手元現金

ゆうちょ銀行 総合口座
ゆうちょ銀行 振替口座
巣鴨信用金庫 普通預金

未収金

9,901

775

55,162

921

66,759

1,221,926

273,000

1,494,926

(1)有形固定資産
建物

建物付帯設備

車両運搬具

:■…   ||… |
|■■|■ .

il● ||    :II
II■ 1・_   ●‖‖■1 1

ソフトウェア

長期貸付金

敷金

(3

【A】 + 1,561,685

1■ |■

1111・ ‖|

599,910

0

599,910

‖ ■・ ‐
~1・

1 417 91

143,

18,000

軍TTTTT
11■・1 1●■.
■■■‐………

18,000

可TTT
帯 ■ ‐ ‐
i:● :

-1】

長期借入金

の

預 り金

前受会費

未払金

短期未払金

預り金

800,000

800,000

【A】 ― 【B-1】
債 〈ロ 計B-1 負 ③+④

財 産 合 計B-2】 正 味



書式第 18号 (法第 28条関係)

事 業 報 告 用

令和4年度年間役員名簿 (前事業年度において役員であつたことがある全員の氏名及び住所又は居所並

びにこれらの者についての前事業年度における報酬の有無を記載した名簿)

特申非営利活動法人 なの広場ひびき

1 確認事項 (法第20条及び第21条を確認の上、チェックを入れてください。)

□以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係 )
□各役員について、親族の規定に違反していません。 (法第 21条関係)

2 役員一覧

役 名
どちらかに○

(フ リガナ) 前事業年度内の

就任期間

報酬を受けた期間

(該当者のみに記入)
氏   名

1

⌒

Q:ジ・監事
アキモ ト スガヨ 2()22/4/1

2023/3/31

年  月  日

年  月  日秋元 すがよ

2 (菱)監事
アキモ ト カズミ 2022//4/1

2023/3/31

年  月  日

年 月 日秋元 佳澄

〇 監事

キクタ ユカリ 2022/4/1

2023/3/31

年 月

月

日

日年菊田 ゆかり

′
■ 監事

サカイ サオリ 2022/4/1

2023/3/31

年  月  日

年  月  日坂井 さおり

5 監事

シイナ ヒロミ 2022/4/1

2023/3/31

年  月  日

年  月  日椎名 ひろみ

6 監事

V Y7-? At= 2022/4/1

2023/3/31

年 月

月

日

日年菱沼 千栄子

7 〇 監事
ホンダ カオル 2022/4/1

2023/3/31

年  月  日

年  月  日本田 薫

8 (憂)監事
マツナガ ケイコ 2022/4/1

2023/3/31

年  月  日

年 月 日松永 桂子

9 〇 監事
マツナガナオタケ 2022/4/1

2023/3/31

年  月  日

年 月 日松永 尚剛

10
⌒

理事。随.ヲ
マチダ アキラ 2022/4/1

2023/3/31

年  月  日

年  月  日町田 章



書式第4号 (法第 10条・第 28条関係 )
設立・事業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿)

2()23/3//31

特定非営利活動法人 みんなの広場ひびき

氏    名

1 秋 元 す が よ

2 秋 元 佳 澄

3 菊 田 ゆ か り

4 坂 井 さ お り

5 椎 名 ひ ろ み

6 菱 沼 千 栄 子

7 本 田 薫

8 松 永 佳 子

9 松 永 尚 剛

10 南 波 吉 樹

11 南 波 真 澄

12


